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国立大学法人長岡技術科学大学 

第１期中期目標期間事業報告書 

 

「Ⅰ はじめに」 

本学は、実践的かつ創造的な指導的技術者の養成という社会のニーズに応えるため、“大学院

に重点を置く新構想大学”として、昭和51年10月１日に開学した工学系大学である。学部は工学

部、大学院は工学研究科に修士課程及び博士後期課程、技術経営研究科に専門職学位課程（シス

テム安全専攻）を設置している。 

本学の使命は、新たな「技術科学」すなわち“技学”を創出して、学理と実践の普段のフィー

ドバック作用による融合を目指すとともに、これに携わる独創的・指導的な能力ある人材を育成

し、かつ開かれた大学として社会に貢献することにある。 

 第１期中期目標期間においては、この目標達成に向けた積極的な取組が行われ、技術革新に伴

う社会の要請にこたえる実践的・創造的能力を備えた国際的に通用する指導的技術者・研究者を

養成し、社会に貢献すべく努力をしている。 

第１期中期目標期間における主な取り組みは、以下のとおりである。 

(１)実務訓練（長期インターンシップ）の充実・推進：本学開学以来、社会との密接な接触を通

じて、指導的技術者として必要な人間性の陶冶と実践的技術感覚を体得させることを目的に、

学部第４学年後半の約５ヶ月間実務訓練を履修させている。この取組が文部科学省の特色 GP

に採択され、さらに内容の充実・推進が行われた。特に、国際的に活躍できる技術者養成のた

め海外実務訓練を拡充し、平成 21年度の実績で、29カ国 46人（全実務訓練派遣学生の約 13％）

の学生を派遣した。 

(２) 高等専門学校との連携強化：本学の設立の趣旨である高等専門学校（以下「高専」という。）

との連携については、高専卒業生の受入れ、高専訪問、出前授業、高専・技大教員交流研究集

会及びそれぞれの教員間との共同研究等を毎年実施しているほか、高専・両技科大間教員交流

制度を確立し、平成 20 年度より高専と本学間の人事交流を実施するとともに、高専との連携

を一層推進するため、高専連携室を設置した。また、連携事業として、平成 20 年に文部科学

省「産学官連携戦略展開事業（戦略展開プログラム）」に採択された「高専－技科大連合・ス

ーパー地域産学官連携本部」を中心に、「高専・技科大知的財産活動報告会」、「特許実践講座」

及び「先進技術説明会」等を実施した。さらに、国立高等専門学校機構（以下「高専機構」と

いう。）と豊橋及び本学の両技科大の共同開催による国際環境シンポジウム及び FD フォーラ

ムを実施する等、積極的に強化・拡充を行った。 

(３)３Ｇマインド一貫コースの設置：平成 18 年度に「魅力ある大学院教育イニシアティブ」の

採択により、修士課程から博士後期課程までの一貫教育による実践的研究者を養成することを

目的にコースを設置し、博士後期課程では学生が自ら提案するリサーチプロポーザルに基づく

研究及び問題提案型リサーチインターンシップ等による実践力・自立力養成プログラムを構築

した。 

(４)専門職大学院技術経営研究科システム安全専攻の設置：平成 18 年度に社会の安全・安心に

対するニーズに基づき専門職大学院システム安全専攻を全国で初めて設置し、企業等で活躍す

る社会人の積極的受入れを行った。 

(５)博士後期課程の整備：平成 18年度に博士後期課程に「生物統合工学専攻」を設置し、「材料」

「情報」「エネルギー・環境」と合わせた重点４分野の体制の下で、先端的研究の高度化を推

進した。 
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(６)２件の 21世紀 COE プログラムによる世界的研究教育の拠点形成：21 世紀 COE プログラム

に「ハイブリッド超機能材料創成と国際拠点形成」、「グリーンエネルギー革命による環境再生」

の２件が採択され、東南アジアや中南米諸国に重点を置いたグローバルな国際教育研究拠点の

形成を積極的に推進するとともに、優れた若手研究者人材育成を行った。 

(７)VOS 特待生制度の制定：平成 18 年度に VOS の精神（VOS は、活力（Vitality）、独創力

（Originality）及び世のための奉仕（Services）の３つの頭文字で本学のモットー）を備えた

国際的に通用する指導的技術者・研究者を養成することを目的として、特に成績が優秀な学生

に対し、入学料・授業料を減免する VOS 特待生制度を制定した。さらに平成 19年度には、入

学料・授業料を全学免除するスーパーVOS 特待生制度を開始し、制度の拡充を行った。 

(８)産学融合トップランナー養成センターの設置：平成 19 年度に文部科学省科学技術振興調整

費「若手研究者の自立的研究環境整備促進」プログラムの採択を受け、産学融合トップランナ

ー養成センターを設置し、若手研究者が理想的な研究環境のもとで産学融合研究を促進すると

ともに大学教育に参画することにより、産業創出に繋がる優れた成果と教育者としての素養獲

得を求め、次世代を担う世界最高水準の技術科学の先導者を養成することを目的として、テニ

ュア・トラック制度を整備した。 

(９)ツイニング・プログラムの充実・推進：本学独自のツイニング・プログラム（海外の大学と

の連携教育プログラム）では、ベトナム３大学、中国１大学、メキシコ２大学と協定を締結・

実施するとともに、ベトナムとメキシコに現地事務所を設け、海外の教育研究拠点形成を積極

的に行った。 

(10)産学官連携、知的財産戦略のための体制の整備：産学官連携・知的財産本部を設置し、テク

ノインキュベーションセンター、技術開発センター及び知的財産センターを一元的に統括する

こととし、産学官連携及び知的財産に関する活動を組織的に促進した。 

(11)実践的技術者教育のための教職員人材養成：平成 20 年度の文部科学省の教育 GP に「実践

的技術教育マイスター制度 －新採用教員向け熟練教職人育成プログラム－」及び「UD に立

脚した工学基礎教育の再構築」が採択され、本学のFD活動の高度化に向けた教員の能力向上、

工学教育の改善等を推進した。 

(12)システム安全エンジニア資格認定制度の創設：平成 21 年度に安全専門職として要求される

知識と実務能力、並びにこれらの総合的マネジメント能力を明確に保証し、安全安心社会の構

築に寄与することを目的として、国内初の「システム安全エンジニア資格認定制度」を創設し

た。 

 

 以上のほか、業務運営の改善及び効率化に関する取組として、学長裁量の教員ポストを確保し、

機動的・戦略的な教育研究体制の構築に活用するとともに、教員の教育研究活動を自立的に点

検・評価し、その活性化と高度化を目的とした教員評価システムを導入したほか、教員組織や事

務組織の再編・見直し等を行っている。また、財務内容の改善に関する取組として、外部資金の

インセンティブを高めるため、獲得額による傾斜配分を行うとともに、平成 20 年度より研究の

活性化及び財務上での貢献が顕著な教員に対する表彰・報奨金制度による表彰を実施しているほ

か、事務処理の効率化を図るための事務情報化の推進や省エネに関する取組等による経費の節減

を行っている。 

本学では、今後とも第２期中期目標・計画に則り、教育研究等の質の向上、業務運営の改善及

び効率化、及び財務内容の改善等に取り組んで参りたい。 
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「Ⅱ 基本情報」 

１．目標 

  本学の目標は、「技術科学大学」という名に示されているとおり、「技学」すなわち「現実の多様な

技術対象を科学の局面から捉え直し、「学理」と「実践」の融合から、技術体系を一層発展させる技

術に関する科学」の創出を目指し、教育研究を行うことである。 

 

２．業務内容 

  昭和 51 年、社会的要請に応えるため、大学院に重点を置いた工学系の新構想大学として創設され

た本学の使命は、健全な社会の発展に必要な学問技術を創造・構築するとともに、これに携わる独創

的・指導的な能力ある人材を育成し、かつ開かれた大学として社会に貢献することにある。 

  このような観点から、主として高等専門学校卒業生を受け入れ、学部－大学院修士課程の一貫教育

体制の下で、社会の変化に柔軟に対応できる豊かな実践的・創造的能力を備え、人間性に富んだ指導

的技術者を養成するとともに、社会構造の変化に対応した高度な実践的研究を展開し、産学共同教育

研究の推進など広く社会との連携協力を図ろうとするものである。 

  なお、本学の業務範囲等については、国立大学法人法（平成 15年法律第 112号）第 22条に定める

とおりである。 

 

３．沿革  

昭和 51.10. 1 長岡技術科学大学開学 

＜機械システム工学課程、創造設計工学課程、電気・電子システム工学課程、

電子機器工学課程、材料開発工学課程、建設工学課程＞ 

53. 4. 1 語学センター設置 

54. 4. 1 体育・保健センター設置 

55. 4. 1 

 

 

 

大学院工学研究科（修士課程）設置 

＜機械システム工学専攻、創造設計工学専攻、電気・電子システム工学専攻、

電子機器工学専攻、材料開発工学専攻、建設工学専攻＞ 

分析計測センター設置 

56. 4. 1 

 

57. 3. 1 

技術開発センター設置 

計算機センター設置 

ラジオアイソトープセンター設置 

57. 4. 1 工作センター設置 

59. 4. 1 

11. 1 

音響振動工学センター設置 

粒子ビーム工学センター設置 

61. 4. 1 

 

 

大学院工学研究科（博士後期課程）設置 

＜材料工学専攻、エネルギー・環境工学専攻＞ 

理学センター設置 

62. 4. 1 大学院工学研究科（博士後期課程）増設 

＜情報・制御工学専攻＞ 

63. 4. 8 計算機センターを情報処理センターに改称 

平成 元. 4. 1 工学部増設 

＜生物機能工学課程＞ 
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4. 4. 1 大学院工学研究科（修士課程）増設 

＜生物機能工学専攻＞ 

6. 4. 1 工学部増設 

＜環境システム工学課程＞ 

9. 6. 1 マルチメディアシステムセンター設置 

10. 4. 1 大学院工学研究科（修士課程）増設 

＜環境システム工学専攻＞ 

11. 4. 1 粒子ビーム工学センター廃止 

極限エネルギー密度工学研究センター設置 

12. 4. 1 工学部改組 

＜機械創造工学課程、電気電子情報工学課程、経営情報システム工学課程＞ 

14. 4. 1 留学生センター設置 

テクノインキュベーションセンター設置 

15. 4. 1 e ラーニング研究実践センター設置 

16. 4 .1 

 

国立大学法人長岡技術科学大学設置 

大学院工学研究科（修士課程）改組 

＜機械創造工学専攻、電気電子情報工学専攻、経営情報システム工学専攻＞ 

17. 4 .1 高性能マグネシウム工学研究センター設置 

知的財産センター設置 

18. 4 .1 大学院技術経営研究科（専門職大学院）設置 

＜システム安全専攻＞ 

大学院工学研究科（博士後期課程）増設 

＜生物統合工学専攻＞ 

アジア・グリーンテック開発センター設置 

19. 4 .1 

 

10 .1 

教育方法開発センター設置 

共通教育センター設置 

産学融合トップランナー養成センター設置 

20. 4 .1 留学生センターを国際センターに改称 

安全安心社会研究センター設置 

21. 5 .1 メタン高度利用技術研究センター設置 

 

４．設立根拠法 

  国立大学法人法（平成 15年法律第 112号） 

 

５．主務大臣（主務省所管局課） 

  文部科学大臣（文部科学省高等教育局国立大学法人支援課） 



5 

６．組織図 

 

長岡技術科学大学組織図（平成 22年 3月 31日現在） 
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７．所在地 

新潟県長岡市上富岡町１６０３－１ 

 

８．資本金の状況 

  １４，２０７，７３１，７０３円（全額 政府出資、当期増減なし） 

 

９．学生の状況                                 （単位：人） 

 

10．役員の状況 

  役員の定数は、国立大学法人法第 10 条により、学長１人、理事３人、監事２人。任期は国立大学

法人法第 15条の規定及び国立大学法人長岡技術科学大学理事選考規則第５条の定めるところによる。 

役 職 氏 名 就任年月日 主 な 経 歴 

学 長 小島  陽 

 

 

 

 

 

平成 16年 4 月１日 

～平成 21年 9月 15日 

 

昭和 41 年 4 月 

昭和 55 年 4 月 

昭和 62 年 8 月 

平成 13 年 9 月 

平成 15 年 9 月 

平成 16 年 4 月 

東京工業大学採用 

長岡技術科学大学助教授 

長岡技術科学大学教授 

長岡技術科学大学附属図書館長 

長岡技術科学大学学長補佐 

長岡技術科学大学長 

国立大学法人長岡技術科学大学長 

新原 一 平成 21年 9 月 16日 

～平成 25年 9月 15日 

 

 

 

 

 

昭和 43 年 4 月 

昭和 53 年 4 月 

昭和 61 年 4 月 

平成元年 7 月 

平成 17 年 4 月 

 

平成 19 年 4 月 

 

平成 21 年 9 月 

東北大学金属材料研究所採用 

東北大学金属材料研究所助教授 

防衛大学校教授 

大阪大学産業科学研究所教授 

国立大学法人長岡技術科学大学教

授 

国立大学法人長岡技術科学大学特

任教授 

国立大学法人長岡技術科学大学長 

理 事 

(入試・学

生、財務担

当) 

 

西澤 良之 平成 16年４月１日 

～平成 18年 3月 31日 

 

昭和 45 年 4 月 

昭和 61 年 4 月 

 

昭和 63 年 9 月 

 

平成元年 6 月 

平成 3 年 6 月 

文部省採用 

文部省学術国際局研究助成課研究

協力室長 

文部省学術国際局国際企画課文化

交流室長 

文部省高等教育局主任視学官 

文部省学術国際局留学生課長 

年 度 平成 16年度 平成 17年度 平成 18年度 平成 19年度 平成 20年度 平成 21年度 

学部学生 1,268  1,290  1,293  1,273  1,262  1,192  

修士課程 844  848  820  835  857    896  

博士課程 172  197  197  183  177    172  

専門職学位課程 －  －  16  32  32     33  

総学生数 2,284  2,335  2,326  2,323  2,328  2,293  
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平成 5 年 7 月 

平成 7 年 4 月 

平成 8 年 7 月 

平成 11 年 4 月 

 

平成 15 年 4 月 

平成 16 年 4 月 

文部省学術国際局国際企画長 

文化庁文化部長 

東京学芸大学事務局長 

財団法人 2002 年 FIFA ﾜｰﾙﾄﾞｶｯﾌﾟ日

本組織委員会採用 

長岡技術科学大学副学長 

国立大学法人長岡技術科学大学理

事・副学長 

理 事 

(教務・研

究担当) 

丸山 久一 

 

 

平成 16年 4 月１日 

～平成 18年 3月 31日 

 

昭和 54 年 2 月 

昭和 55 年 4 月 

平成 6 年 4 月 

平成 15 年 9 月 

平成 16 年 4 月 

 

長岡技術科学大学採用 

長岡技術科学大学助教授 

長岡技術科学大学教授 

長岡技術科学大学副学長 

国立大学法人長岡技術科学大学理

事・副学長 

理 事 

(研究・入

試・学生担

当) 

平成 18年 4 月１日 

～平成 21年 9月 15日 

 

理 事 

( 教 育 研

究、中期目

標・計画、

将来構想

担当) 

武藤 睦治 平成 21年 9 月 16日 

～平成 25年 9月 15日 

昭和 51 年 4 月 

昭和 53 年 4 月 

昭和 54 年 4 月 

平成 4 年 4 月 

平成 21 年 9 月 

大阪大学工学部採用 

長岡技術科学大学 

長岡技術科学大学助教授 

長岡技術科学大学教授 

国立大学法人長岡技術科学大学理

事・副学長 

理 事 

(産学官連

携担当) 

川崎  篤 平成 16年 4 月１日 

～平成 18年 3月 31日 

 

昭和 51 年 4 月 

平成 13 年 4 月 

 

平成 16 年 4 月 

新日本製鐵株式會社採用 

新日本製鐵株式會社広畑製鐵所設

備部長 

国立大学法人長岡技術科学大学理

事・副学長 

理 事 

(産学官連

携・情報担

当) 

平成 18年 4 月１日 

～平成 19年 3月 31日 

 

理 事 

(産学官・

地域連携、

情報担当) 

平成 19年 4 月１日 

～平成 20年 3月 31日 

 

理 事 

(評価、産

学官・地域

連携担当) 

西口 郁三 平成 20年 4 月１日 

～平成 21年 9月 15日 

昭和 48 年 10 月 

昭和 53 年 4 月 

平成 4 年 4 月 

平成 8 年 4 月 

平成 15 年 9 月 

 

平成 16 年 4 月 

 

平成 20 年 4 月 

京都大学採用 

大阪市立工業研究所研究員 

大阪市立工業研究所有機化学課長 

長岡技術科学大学教授 

長岡技術科学大学付属図書館長、長

岡技術科学大学学長補佐 

国立大学法人長岡技術科学大学副

学長 

国立大学法人長岡技術科学大学理
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事・副学長 

理 事 

( 研 究 経

営、評価、

産学官・地

域連携担

当) 

高田 雅介 平成 21年 9 月 16日 

～平成 25年 9月 15日 

昭和 51 年 4 月 

昭和 54 年 8 月 

昭和 55 年 4 月 

平成 3 年 4 月 

平成 19 年 4 月 

 

平成 21 年 9 月 

東京大学工学部採用 

長岡技術科学大学 

長岡技術科学大学助教授 

長岡技術科学大学教授 

国立大学法人長岡技術科学大学副

学長 

国立大学法人長岡技術科学大学理

事・副学長 

理 事 

(総務・財

務担当) 

 

佐藤  賢 平成 18年 4 月１日 

～平成 19年 3月 31日 

昭和 42 年 5 月 

昭和 47 年 6 月 

昭和 53 年 4 月 

昭和 56 年 7 月 

 

昭和 58 年 8 月 

昭和 59 年 7 月 

 

昭和 61 年 1 月 

 

昭和 61 年 4 月 

 

昭和 63 年 4 月 

平成 2 年 4 月 

平成 4 年 4 月 

 

平成 7 年 4 月 

平成 10 年 4 月 

平成 13 年 1 月 

平成 16 年 4 月 

 

平成 18 年 4 月 

平成 18 年 4 月 

新潟大学採用 

文部省大臣官房企画室 

文部省管理局私学振興課 

文部省管理局教育施設部契約課 

庶務係長 

文部省管理局私学振興課第三係長 

文部省高等教育局私学部私学助成

課助成第三係長 

文部省高等教育局私学部私学助成

課助成第四係長 

文部省高等教育局私学部私学行政

課総務係長 

兵庫教育大学総務部会計課長 

東京商船大学会計課長 

文部省高等教育局私学部私学行政

課専門員 

放送大学学園総務部総務課長 

岩手大学経理部長 

東京工業大学総務部長 

国立大学法人長岡技術科学大学事

務局長 

文部科学省大臣官房付 

国立大学法人長岡技術科学大学 

理事・事務局長 

鳥越 定雄 平成 19年 4 月１日 

～平成 21年 7月 31日 

昭和 46 年 4 月 

昭和 54 年 5 月 

昭和 62 年 4 月 

 

昭和 63 年 4 月 

 

平成 2 年 4 月 

 

平成 4 年 4 月 

東京大学採用 

文部省大臣官房人事課 

文部省大臣官房人事課福祉班人事

記録係長 

文部省大臣官房人事課給与班給与

第三係長 

文部省大臣官房人事課給与班給与

第二係長 

群馬大学主計課長 
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平成 6 年 4 月 

平成 8 年 4 月 

 

平成 9 年 4 月 

 

平成 10 年 4 月 

平成 12 年 4 月 

平成 14 年 1 月 

平成 17 年 4 月 

平成 19 年 4 月 

平成 19 年 4 月 

東京学芸大学庶務課長 

文部省初等中等教育局特殊教育課

課長補佐 

文部省大臣官房人事課専門員(兼)

任用計画官 

日本学術振興会総務部庶務課長 

文部省大臣官房人事課総務班主査 

横浜国立大学総務部長 

大阪大学総務部長 

文部科学省大臣官房付 

国立大学法人長岡技術科学大学理

事・事務局長 

理 事 

(総務・財

務・経営担

当) 

 

宮﨑 一之 平成 21年 8 月１日 

～平成 25年 9月 15日 

昭和 47 年 4 月 

昭和 57 年 2 月 

昭和 59 年 6 月 

 

昭和 63 年 12 月 

平成 2 年 4 月 

 

平成 6 年 4 月 

平成 8 年 6 月 

平成 10 年 3 月 

 

平成 10 月 4 月 

平成 12 年 4 月 

 

平成 13 年 1 月 

 

平成 15 年 7 月 

 

平成 18 年 4 月 

 

 

平成 20 年 4 月 

 

平成 21 年 8 月 

科学技術庁採用 

宇宙開発事業団調整課規程係長 

科学技術庁長官官房秘書課服務係

長 

原子力安全局保障措置課管理係長 

科学技術庁長官官房秘書課総括係

長 

科学技術庁長官官房秘書課専門職 

理化学研究所総務部総務課長代理 

科学技術庁長官官房秘書課課長補

佐 

東京農工大学庶務課長 

科学技術庁長官官房秘書課課長補

佐 

文部科学省大臣官房人事課企画班

主査 

文部科学省大臣官房政策課調査官

(兼)大臣官房人事課企画班主査 

文部科学省大臣官房政策課調査官

(兼)大臣官房人事課人事評価調整

官 

文部科学省大臣官房人事課福利厚

生室長 

国立大学法人長岡技術科学大学理

事・事務局長 

監 事 増子  曻 平成 16年 4 月１日 

～平成 20年 3月 31日 

 

昭和 33 年 4 月 

昭和 36 年 7 月 

昭和 53 年 4 月 

平成 7 年 4 月 

平成 7 年 5 月 

東北大学採用 

東京大学採用 

東京大学教授 

千葉工業大学教授 

東京大学名誉教授 
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平成 16 年 4 月 

 

平成 17 年 3 月 

国立大学法人長岡技術科学大学監

事 

千葉工業大学退職 

監 事 

 

豊口  協 

 

平成 20年 4 月１日 

～平成 22年 3月 31日 

 

昭和 33 年 4 月 

昭和 38 年 12 月 

 

昭和 54 年 4 月 

昭和 59 年 4 月 

平成 6 年 4 月 

平成 6 年 12 月 

平成 11 年 11 月 

平成 20 年 4 月 

松下電器産業㈱勤務 

㈲豊口デザイン研究所（現㈱環境総

研）入所 

東京造形大学造形学部教授 

東京造形大学長 

長岡造形大学長 

㈱環境総研代表取締役会長 

長岡造形大学理事長 

国立大学法人長岡技術科学大学監

事 

監 事 

 

丸山 克巳 

 

平成 20年 4 月１日 

～平成 22年 3月 31日 

 

昭和 54 年 11 月 

 

昭和 60 年 10 月 

平成 16 年 4 月 

新和監査法人 

（現あずさ監査法人）勤務 

丸山公認会計士事務所長 

国立大学法人長岡技術科学大学監

事 

 

１１．教職員の状況   

平成 16年度 
教員  520 人（うち常勤 224人、非常勤 296人） 

職員  191 人（うち常勤 157人、非常勤 34 人） 

平成 17年度 
教員  550 人（うち常勤 224人、非常勤 326人） 

職員  209 人（うち常勤 153人、非常勤 56 人） 

平成 18年度 
教員  513 人（うち常勤 212人、非常勤 301人） 

職員  203 人（うち常勤 148人、非常勤 55 人） 

平成 19年度 
教員  528 人（うち常勤 218人、非常勤 310人） 

職員  191 人（うち常勤 140人、非常勤 51 人） 

平成 20年度 
教員  547 人（うち常勤 231人、非常勤 316人） 

職員  183 人（うち常勤 131人、非常勤 52 人） 

平成 21年度 
教員  547 人（うち常勤 232人、非常勤 315人） 

職員  189 人（うち常勤 131人、非常勤 58 人） 

 

 

「Ⅲ 業務実績」 

  別添「平成 19事業年度に係る業務の実績及び中期目標期間（平成 16～19事業年度）に係る業

務の実績に関する報告書」及び「平成 21 事業年度に係る業務の実績及び中期目標期間に係る業

務の実績に関する報告書」を参照 
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「Ⅳ 予算、収支計画及び資金計画」 

１．予算                                （単位：百万円） 

区分 予算 決算額 差引増減額 

 

収入 

  運営費交付金 

  施設整備費補助金 

  船舶建造費補助金 

  施設整備資金貸付金償還時補助金 

 補助金等収入 

  国立大学財務・経営センター施設費交付金 

自己収入 

  授業料及入学金検定料収入 

   附属病院収入 

    財産処分収入 

   雑収入 

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 

長期借入金収入 

貸付回収金 

承継剰余金 

目的積立金取崩 

 

計 

 

 

２４，８９９ 

１，２４８ 

０ 

４５３ 

１９７ 

１４５ 

８，６４６ 

８，２２１ 

０ 

０ 

４２５ 

５，０２２ 

０ 

０ 

０ 

４２８ 

 

４１，０３８ 

 

 

２４，９１０ 

１，９００ 

０ 

１，２８０ 

１，３８０ 

１４５ 

８，５２４ 

８，０２８ 

０ 

０ 

４９６ 

６，２５１ 

０ 

０ 

０ 

９８５ 

 

４５，３７５ 

 

        

１１ 

６５２ 

０ 

８２７ 

１，１８３ 

０ 

△１２２ 

△１９３ 

０ 

０ 

７１ 

１，２２９ 

０ 

０ 

０ 

５５７ 

 

４，３３７ 

 

支出 

業務費 

  教育研究経費 

  診療経費 

 一般管理費 

施設整備費 

  船舶建造費 

 補助金等 

  産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 

 貸付金 

  長期借入金償還金 

 

計 

 

 

２９，２８８ 

２９，２８８ 

０ 

４，６８５ 

１，３９３ 

０ 

１９７ 

５，０２２ 

０ 

４５３ 

 

４１，０３８ 

 

 

２７，８９０ 

２７，８９０ 

０ 

４，７７８ 

２，０４５ 

０ 

１，３６１ 

５，９９４ 

０ 

１，２８０ 

 

４３，３４８ 

 

 

△１，３９８ 

△１，３９８ 

０ 

９３ 

６５２ 

０ 

１，１６４ 

９７２ 

０ 

８２７ 

 

２，３１０ 
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２．収支計画                              （単位 百万円） 

区 分 予算額 決算額 差引増減額 

 

費用の部 

 経常費用 

  業務費 

   教育研究経費 

   診療経費 

   受託研究費等 

      役員人件費 

   教員人件費 

   職員人件費 

  一般管理費 

  財務費用 

  雑損 

   減価償却費 

 臨時損失 

 

収入の部 

  経常収益 

  運営費交付金 

  授業料収益 

  入学金収益 

  検定料収益 

  附属病院収益 

  受託研究等収益 

  補助金等収益 

  寄附金収益 

  施設費収益 

  財務収益 

    雑益 

  資産見返負債戻入 

 臨時利益 

純利益 

目的積立金取崩益 

総利益 

 

３８，５２９ 

３８，１６０ 

３４，０６０ 

７，４２４ 

０ 

３，５０８ 

４０２ 

１５，２７６ 

７，４５０ 

２，６１５ 

０ 

０ 

１，４８５ 

３６９ 

 

３８，４５３ 

３８，０８４ 

２３，３６７ 

５，８２５ 

１，４８２ 

２２５ 

０ 

３，５０８ 

１９７ 

１，４５４ 

０ 

０ 

５４０ 

１，４８６ 

３６９ 

△７６ 

７６ 

０ 

 

４１，０７０ 

３９，８３５ 

３３，１１４ 

８，５３７ 

０ 

２，７９２ 

４３３ 

１４，３０８ 

７，０４４ 

２，９１６ 

１４ 

０ 

３，７９１ 

１，２３５ 

 

４１，８９０ 

４０，６７６ 

２２，５７０ 

６，１４８ 

１，５９１ 

２３０ 

０ 

４，０３６ 

７７８ 

１，５４５ 

４２０ 

０ 

１，０５４ 

２，３０４ 

１，２１４ 

８２０ 

１１２ 

９３２ 

 

２，５４１ 

１，６７５ 

△９４６ 

１，１１３ 

０ 

△７１６ 

３１ 

△９６８ 

△４０６ 

３０１ 

１４ 

０ 

２，３０６ 

８６６ 

 

３，４３７ 

２，５９２ 

△７９７ 

３２３ 

１０９ 

５ 

０ 

５２８ 

５８１ 

９１ 

４２０ 

０ 

５１４ 

８１８ 

８４５ 

８９６ 

３６ 

９３２ 
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３．資金計画                              （単位 百万円） 

区 分 予算額 決算額 差引増減額 

 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 次期中期目標期間への繰越金 

 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  授業料及入学金検定料による収入 

  附属病院収入 

  受託研究等収入 

  補助金等収入 

    寄附金収入 

  その他の収入 

 投資活動による収入 

  施設費による収入 

  その他の収入 

 財務活動による収入 

 

４１，６２６ 

３７，３００ 

３，４６４ 

４５３ 

４０９ 

 

３９，９６７ 

３８，２１９ 

２４，３５４ 

８，２２１ 

０ 

３，５０８ 

１９７ 

１，５１５ 

４２４ 

１，７４８ 

１，７４０ 

８ 

０ 

 

４３，５１２ 

３４，８４２ 

６，３８９ 

４５６ 

１，８２５ 

 

４２，８４５ 

４０，１２３ 

２４，０４４ 

８，０２８ 

０ 

４，１０２ 

１，３６１ 

１，５４４ 

１，０４４ 

２，７２２ 

２，０４５ 

６７７ 

０ 

 

１，８８６ 

△２，４５８ 

２，９２５ 

３ 

１，４１６ 

 

２，８７８ 

１，９０４ 

△３１０ 

△１９３ 

０ 

５９４ 

１，１６４ 

２９ 

６２０ 

９７４ 

３０５ 

６６９ 

０ 

 


